
2023年１月18日　　 　
全日本金属産業労働組合協議会

（金属労協／ＪＣＭ）　　

目的

調査組合 金属労協全組合（約3,200組合）

対象 高卒・35歳・勤続17年・技能職

賃金の範囲 基準内賃金：原則として、所定外賃金・通勤手当以外の月例賃金

基本賃金：上記から各種手当を除いたもの。

データの性格 ①実在者平均、②実在者モデル、③理論モデルのいずれか。

実在者が存在せず、理論モデルもない場合は推計値。
集計方法 単組ごとの賃金データの分布

(組合数）

規模計 1,000人以上 300～999人 299人以下 規模計 1,000人以上 300～999人 299人以下

組合数 1,483 168 386 929 769 97 183 489

組合員数 1,133,881 801,678 208,761 123,442 587,574 434,317 96,867 56,390

単純平均 272,858円 300,725円 280,392円 255,774円 255,863円 289,290円 270,970円 243,579円

加重平均 304,662円 317,602円 281,968円 259,005円 284,505円 291,757円 273,189円 248,088円

第９十分位 315,000円 335,000円 321,000円 301,000円 301,000円 323,000円 321,000円 285,000円

第３四分位 289,000円 321,000円 297,000円 277,000円 279,000円 303,000円 285,000円 261,000円

中位数 265,000円 301,000円 277,000円 255,000円 253,000円 289,000円 267,000円 241,000円

第１四分位 241,000円 281,000円 259,000円 235,000円 231,000円 267,000円 251,000円 221,000円

第１十分位 223,000円 263,000円 239,000円 215,000円 213,000円 251,000円 233,000円 207,000円

1.加重平均算出の際のウエイトは、対象組合における35歳の人数ではなく、組合員総数。

＊目標基準：基本賃金338,000円以上　（到達基準を上回る組合が製造業の上位水準に向けてめざすべき水準）
＊到達基準：基本賃金310,000円以上　（全組合が到達すべき水準）
＊最低基準：到達基準の80％程度（248,000円程度）（全組合が最低確保すべき水準）

※基本賃金は、所定内賃金から各種手当（家族手当、住宅手当、地域手当、出向手当など）を除いた賃金。

ＪＣミニマム（35歳）：「ＪＣミニマム（35歳）」の水準は、基本賃金で月額21万円とする。
※金属産業で働く35歳の勤労者の賃金水準を明確に下支えし、その水準以下で働くことをなくす運動

35歳・技能職賃金水準の実態調査（2022年度）

格差是正に向けて、各組合が金属労協全体の中における賃金水準の位置づけを確認できるよう、金属
労協全組合の賃金水準分布のデータを整備する。

項目
基準内賃金 基本賃金

【金属労協のめざす個別（銘柄別）賃金水準（35歳相当・技能職）】

※目標基準、到達基準は、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」における標準労働者・製造業・男・高校卒・企業規模計
のそれぞれ第９十分位、第３四分位の数値を参考に、金属労協「35歳・技能職賃金水準の実態調査」を踏まえて、金属労
協で設定している。
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目的

調査組合 金属労協全組合（約3,200組合）

集計方法

【所定労働時間（2021年度）】 (組合数・時間）

項目 規模計 1,000人以上 300～999人 299人以下

組合数 2,592 229 520 1,843

平均値 1,929 1,907 1,917 1,936

【所定外労働時間（2021年度）】 (組合数・時間）

項目 規模計 1,000人以上 300～999人 299人以下

組合数 2,115 222 468 1,425

平均値 190 232 210 175

【総実労働時間（2021年度）】 (組合数・時間）

項目 規模計 1,000人以上 300～999人 299人以下

組合数 2,100 222 465 1,413

平均値 2,006 1,969 2,001 2,014

【年次有給休暇の取得日数（2021年度）】 (組合数・時間）

項目 規模計 1,000人以上 300～999人 299人以下

組合数 2,274 233 502 1,539

平均値 11.8 15.1 12.7 10.9

労働時間の実態調査（2021年度）

金属労協全体の労働時間の実態を把握し、現状分析の上で、闘争推進にあ
たり基礎的なデータとする。

単組ごとの平均値の単純平均
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